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は じ め に

この年報は、令和２年中の当消防組合における消防諸般の

概要をまとめたものであり、今後の消防行政の運用に資する

もので、皆様の消防に対するご認識とご理解を深めていただ

く一助になれば幸いです。

本編の諸表は、予算に関するものは会計年度で、それ以外

のものにつきましては、特に期日を標記してあるものを除き、

令和２年１２月３１日現在をもって作成しております。

相楽中部消防組合消防本部
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組 合 の 概 要

相楽中部消防組合は、昭和４７年４月１日に木津町、山城町、加茂町の３町によって京都府

で最初の消防一部事務組合として発足いたしました。その後、昭和５５年４月１日に東に隣接

する笠置町、和束町、南山城村が加入をいたしまして５町１村の構成となり、平成１９年３月

１２日には木津町、加茂町、山城町が合併して木津川市が誕生したことに伴い、現在１市２町

１村による構成となっております。

当組合は、京都府の最南端に位置し、南は奈良県、東は三重県、滋賀県に隣接し、東西に一

級河川の木津川が流れ、交通では西日本旅客鉄道（株）関西本線（大和路線）、奈良線、片町

線（学研都市線）、近畿日本鉄道（株）京都線が通り、また京都府と和歌山県を結ぶ国道２４

号、大阪府と三重県を結ぶ国道１６３号が縦横に走り、交通の要衝となっています。

管内の西部地域は、関西文化学術研究都市の中核となっており、研究施設が多く建設され住

宅開発も進み人口が増加しております。

次に各構成市町村のスローガン、将来像を記載致しまして、各々の概要説明とします。

■『子どもの笑顔が未来に続く 幸せ実感都市 木津川』 木津川市

豊かな未来に向けて、子どもの笑顔があふれ、子どもを大切にすることであらゆる

世代の市民がいきいきと輝いて暮らせる、みんなが木津川市に住んでよかった、住

み続けたいと幸せを実感できるまち。

■『わかさぎのはばたくまち 美しい自然と史跡に恵まれた心ふれあうまち』 笠置町

美しい自然環境に恵まれ、後醍醐天皇ゆかりの地である史跡名勝の笠置山、巨石怪

石群の山頂から見下ろす木津川の景観が絶景の観光地のまち。

■『ずっと暮らしたい活力と交流の茶源郷 和束』 和束町

京都府下の煎茶生産量の約４割を生産し「宇治茶」の名を支えるお茶の町、立地条

件を活かしレクリエーション、近郊農業など新しい取り組みも進み緑豊かで自然に

恵まれたまち。

■『自然が薫り 絆が生きる 自立するむら！ みなみやましろ』 南山城村

村域の約３／４が山林で占められた京都府内で唯一の村。木津川沿いの低地集落と

山間部の台地集落では温度差が５～６度あり、気候を活かしお茶や野菜が特産物で

ある。平成２９年春には道の駅「お茶の京都みなみやましろ村」がオープンし、お

茶や農作物の６次産業化を進めるまち。

令和３年４月１日現在

市 町 村 別 面積（ｋ㎡） 世 帯 数 人 口 人口密度 人 ㎡

木 津 川 市

笠 置 町

和 束 町

南 山 城 村

計
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組 合 の 管 内 図
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和暦

昭和

配備車両 １台

１台

１台

２台

消防職員　　　　　　　　　 １０名

１台

１台

消防職員　　　　　　　　　 １０名

１台

山城分遣所を開所し、業務を開始する。

人員及び配備車両

救急自動車

職員定数条例に基づく職員定数　消防吏員３３名、事務職員１名

消防職員１名を採用する。総員２０名

相楽中部消防組合章を制定する。

職員定数条例に基づく職員定数　消防吏員４６名、事務職員１名、労務職員１名

相楽中部消防署加茂分遣所（以下「加茂分遣所」という。）の起工式を行う。

（京都府相楽郡加茂町大字里小字西鳥口１２番地の１）

消防職員１２名を採用する。総員４８名

加茂分遣所を開所し、業務を開始する。

相楽中部消防署山城分遣所（以下「山城分遣所」という。）の起工式を行う。

（京都府相楽郡山城町大字平尾小字西方儀３６番地の２）

共済農業協同組合連合会より、救急自動車（２Ｂ）１台の寄贈を受け、中部消防署に配　　　

備する。

山城分遣所及び加茂分遣所庁舎が竣工する。

備する。

組　　合　　の　　沿　　革
沿　　　　　　　　　　　　　革

相楽郡中部地域の消防一部事務組合設立準備として、消防職員５名を採用する。

初代消防組合管理者（以下「管理者」という。）に、木津町長の土久里和秀が就任する。

消防職員１４名を採用する。総員１９名

相楽郡中部地域の消防一部事務組合設立に伴う準備室を開設する。

相楽郡の木津町、山城町及び加茂町の消防一部事務を共同処理するために、相楽中部消

防組合（以下「消防組合」という。）を設立する。

年月日

相楽郡中部地域における、消防一部事務組合を設立するための準備委員会を設置する。

相楽中部消防本部（以下「消防本部」という。）、相楽中部消防署（以下「中部消防署

消防ポンプ自動車　　　　　　　　　

人員及び配備車両

救急自動車

査察バイク

職員定数条例に基づく職員定数　消防吏員３４名、事務職員１名

消防職員７名を採用する。総員３５名

消防本部、中部消防署庁舎が竣工する。

職員定数条例に基づく職員定数　消防吏員３４名、事務職員１名、労務職員１名

労務職員１名を採用する。総員３６名

消防本部、中部消防署庁舎建設に伴う地鎮祭及び起工式を行う。

（京都府相楽郡木津町大字木津小字白口１０番地の２）

査察バイク

消防本部に消防専用無線電話局「そうらくしょうぼうほんぶ」を開局する。

共済農業協同組合連合会より、救急自動車（２Ｂ）１台の寄贈を受け、中部消防署に配

救急自動車

指令車

消防職員８名（消防吏員７名、事務吏員１名）を採用する。総員２８名

消防ポンプ自動車（ＢＤ－Ⅰ）１台を、中部消防署に配備する。

広報車を、中部消防署に配備する。

初代消防長に東郷昌太郎が就任する。

日本損害保険協会より救急自動車（２Ｂ）１台の寄贈を受け、中部消防署に配備する。

」という。）を開設し、仮設庁舎（木津町大字木津小字宮ノ裏地内）において消防業務　　　    

を開始する。
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昭和 １台

消防職員　　　　　　　　　 1３名

１台

１台

１台

１台

東部消防署を開署し、業務を開始する。

人員及び配備車両

消防ポンプ自動車

救急自動車

「そうらくしょうぼう南山」を設置する。

消防組合管内の中層建築物等の火災による人的物的被害軽減のために、屈折はしご付消

防ポンプ自動車（１５ｍ級）を１台購入し、消防本部に配備する。

和束分遣所（和束町）開所のための無線電話装置前進基地「そうらくしょうぼう和束」

を設置する。

（京都府相楽郡笠置町大字有市小字西狭間１９番地）

前進基地「東部方面隊」を加茂分遣所に設置し、東部３町村の消防業務を開始する。

消防職員２１名を採用する。総員７２名

指令車を、東部方面隊に配備する。

東部消防署（笠置町）開署のための無線電話装置前進基地「そうらくしょうぼう笠置」

東部３町村の消防組合加入について、管理者会議を開催する。

東部３町村の消防組合加入について、管理者会議において、財源分担、署所の配置、配

置人員、資機材整備及び医療機関受入等の具体的諸問題が協議される。

東部３町村から、消防組合への正式な加入の申し出がなされる。

東部消防署庁舎が竣工する。

消防ポンプ自動車（ＢＤ－Ⅰ）１台を、加茂分遣所に配備する。

査察バイク

消防ポンプ自動車（ＢＤ－Ⅰ）１台を、山城分遣所に配備する。

管理者に、木津町長の平田吉雄が就任する。

笠置町、和束町、南山城村の相楽郡東部３町村（以下「東部３町村」という。）から、

消防組合への加入要望が提出される。

管理者が京都府防災関係者会議を開催し、東部３町村の消防組合加入について協議をす

る。

化学消防ポンプ自動車（Ⅱ型）１台を、消防本部に配備する。

山城ライオンズクラブより救急自動車（２Ｂ）１台の寄贈を受け、中部消防署に配備す

る。

東部３町村の消防組合への加入に関する、相楽中部消防組合規約の一部変更が京都府知

事から許可される。

東部３町村の消防組合への加入により構成町村は、木津町、山城町、加茂町、笠置町、

和束町及び南山城村の６町村となる。

相楽中部消防組合議会全員協議会において、東部３町村の消防組合への加入受け入れが

協議される。

東部３町村の消防組合への加入決定に伴い、相楽中部消防組合規約の一部改正及び機構

改革プランが相楽中部消防組合議会において可決され、相楽東部消防署（以下「東部消

職員定数条例に基づく職員定数　消防吏員７５名、事務職員１名、労務職員１名

京都府木津地方事務所より山林火災予防資機材等の貸与を受ける。

職員定数条例に基づく職員定数　消防吏員５１名、事務職員１名、労務職員１名

消防職員７名を採用する。総員５３名

消防長職務代理者に三浦源一が就任する。

消防職員１名を採用する。総員５３名

職員定数条例に基づく職員定数　消防吏員５０名、事務職員１名、労務職員１名

出動指令業務の能率化を図るため、救急指令装置（Ｃ型）を消防本部に設置する。

日本自動車工業会より救急自動車（２Ｂ）１台の寄贈を受け、中部消防署に配備する。

防署」という。）、相楽東部消防署和束分遣所（以下「和束分遣所」という。）の設置

が決定する。

指令車

査察車
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昭和 １台

1０名

１台

１台

査察車 １台

１台

（和束分遣所配備分）

救助ボート１艘を、東部消防署に配備する。

救急自動車（２Ｂ）１台を購入し、山城分遣所の救急自動車を更新する。

日本自動車工業会より救急自動車（２Ｂ）１台の寄贈を受け、西部方面隊に配備する。

（木津西分遣所配備分）

消防職員６名を採用する。総員１０５名

中部消防署の指令車を更新する。

木津西分遣所の起工式を行う。

（京都府相楽郡木津町兜台六丁目６番２）

る。

消防ポンプ自動車を更新する。

消防長に出栗保が就任する。

資材搬送並びに救助現場指揮車両として、救助指令車１台を消防本部に配備する。

職員定数条例に基づく職員定数　消防吏員１０３名、事務職員１名、労務職員１名

消防職員１２名を採用する。総員９９名

消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ）１台を、中部消防署に配備する。（相楽中部消防署木津

西分遣所（以下「木津西分遣所」という。）配備分）

木津西分遣所開所のための「西部方面隊」を中部消防署に設置する。

消防職員　　　　　　　　　

山間地域の資材搬送を目的とした防災指令車を、東部消防署に配備する。

（京都府相楽郡和束町大字釜塚小字下り松１１番地の１）

消防職員１名を採用する。総員８２名

救助ボート１艘を、中部消防署に配備する。

消防ポンプ自動車（ＢＤ－Ⅰ）１台を東部方面隊に配備する。（和束分遣所配備分）

和束分遣所庁舎が竣工する。

相楽郡精華町と消防相互応援協定を締結する。

和束分遣所を開所し、業務を開始する。

人員及び配備車両

日本損害保険協会より消防ポンプ自動車（ＢＤ－Ⅰ）１台の寄贈を受け、山城分遣所の

山辺広域消防組合と消防相互応援協定を締結する。

日本損害保険協会より救急自動車（２Ｂ）１台の寄贈を受け、東部方面隊に配備する。

奈良市と消防相互応援協定を締結する。（同年１１月１日に再締結）

消防長に三浦源一が就任する。

職員定数条例に基づく職員定数　消防吏員８０名、事務職員１名、労務職員１名

消防職員１０名を採用する。総員８２名

甲賀郡行政事務組合と消防相互応援協定を締結する。

和束分遣所の起工式を行う。

消防職員６名を採用する。総員８８名

京都府危険物安全協会相楽支部が発足し、消防本部内に事務局を置く。

消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ）１台を購入し、中部消防署の消防ポンプ自動車を更新す

管理者に、加茂町長の森岡喜一が就任する。

消防本部の指揮車を更新する。

日本自動車工業会より救急自動車（２Ｂ）１台の寄贈を受け、加茂分遣所の救急自動車

を更新する。

査察バイク

消防職員１名を採用する。総員７２名

伊賀北部消防組合と消防相互応援協定を締結する。

消防ポンプ自動車

救急自動車

査察バイク

京都府危険物安全協会相楽支部が相楽中部危険物安全協会に改称される。
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1１名

１台

１台

１台

１台

平成 元

する。（出張所として開所）

管内の老人福祉事業対応向上のため緊急通報システムを導入し、運用を開始する。

消防職員１名を採用する。総員１１０名

日本消防協会より広報車１台の寄贈を受け、消防本部に広報指令車として配備する。

中層建築物及び主要道路の交通量増加に伴う救助事案対策として、最新装備を積載した

救助工作車（Ⅱ型）を購入し、消防本部に配備する。

東部消防署の指令車を更新する。

平成２年度京都府林野火災訓練が和束町において実施される。

日本自動車工業会より救急自動車（２Ｂ）１台の寄贈を受け、東部消防署の救急自動車

を更新する。

管理者に、山城町長の藤原秀夫が就任する。

職員定数条例に基づく職員定数　消防吏員１０８名、事務職員１名、労務職員１名

消防職員８名を採用する。総員１１０名

日本消防協会会より救急自動車（２Ｂ）１台の寄贈を受け、和束出張所の救急自動車を

更新する。

平成３年度京都府高圧ガス防災訓練が木津町において実施される。

京都府広域消防相互応援協定を締結する。

（府下の市町村及び消防一部事務組合と大規模、特殊災害等の相互対応の協定を結ぶ。）

消防長に清水治が就任する。

京都府消防防災無線を設置し、運用を開始する。

河川等の水難事故に迅速な対応が可能な船外機付きアルミボートを購入し、中部消防署

に配備する。

山辺広域消防組合が山辺広域行政事務組合に組織改編したため、消防相互応援協定を再

締結する。

る。

第４３回国民体育大会開催における消防警備を実施する。

（昭和63/10/16～同/10/19）

救急自動車（２Ｂ）１台を購入し、中部消防署の救急自動車を更新する。

日本消防協会より救急自動車（２Ｂ）１台の寄贈を受け、中部消防署の救急自動車を更

新する。

相楽中部消防本部、消防署及び出張所の設置等に関する条例の一部改正により、分遣所

を出張所に改める。（木津西出張所以外の分遣所が出張所となる。）

人員及び配備車両 消防職員　　　　　　　　　

消防ポンプ自動車

救急自動車

査察バイク

査察車

消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ）１台を購入し、加茂出張所の消防ポンプ自動車を更新す

木津西分遣所庁舎が竣工する。

相楽中部消防署木津西出張所（以下「木津西出張所」という。）を開所し、業務を開始

消防長に冨永精一が就任する。

職員定数条例に基づく職員定数　消防吏員１１９名、事務職員１名、労務職員１名

綴喜郡田辺町(現京田辺市）と消防相互応援協定を締結する。

消防本部の化学消防ポンプ自動車を更新する。

消防緊急通信指令施設の更新計画に基づく消防本部庁舎の増築（通信指令室の増築）及

び消防本部庁舎の改修工事が竣工する。

（増築部分建築面積　１１７.５８㎡、増築部分延床面積　２３５.１６㎡）

消防職員８名を採用する。総員１１６名

る。

消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ）１台を購入し、東部消防署の消防ポンプ自動車を更新す

日本損害保険協会より消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ）１台の寄贈を受け、和束出張所の
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る。

する。

半自動体外式除細動器及び心電図伝送装置を導入し、運用を開始する。

木津西出張所の査察車を更新する。

消防本部、中部消防署の庁舎耐震改修工事が完了する。

救急業務の高度化に伴い、相楽メディカルコントロール協議会を発足させる。

救急自動車（２Ｂ）１台を購入し、和束出張所の救急自動車を更新する。

加茂出張所の庁舎増築改修工事が完了する。（増築部分建築面積　７０.２５㎡）

相楽中部消防組合発足３０周年記念式典を、アスピアやましろにて開催する。

消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ）１台を購入し、木津西出張所の消防ポンプ自動車を更新

する。

消防職員５名を採用する。総員１３０名

消防本部の査察バイクを更新する。

山城出張所の査察バイクを更新する。

消防本部の連絡車を更新する。

中部消防署の指令車を更新する。

東部消防署の訓練塔改修工事が完了する。

消防本部の名称を「相楽中部消防組合消防本部」（以下「消防本部」とする。）と変更

救急自動車（２Ｂ）１台を購入し、木津西出張所の救急自動車を更新する。

１１９番救急要請受信時の口頭指導の運用を開始する。

東部消防署の査察バイクを更新する。

和束出張所の査察バイクを更新する。

加茂出張所の救急自動車（２Ｂ）に、高度救命処置用資機材を新規配備する。

中部消防署の査察車を更新する。

山城出張所の査察車を更新する。

消防長に岡本捷人が就任する。

消防職員３名を採用する。総員１２９名

消防ポンプ自動車を更新する。

救急自動車（２Ｂ）１台を購入し、加茂出張所の救急自動車を更新する。

消防本部及び中部消防署庁舎の耐震診断を実施する。

消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ）１台を購入し、山城出張所の消防ポンプ自動車を更新す

職員定数条例に基づく職員定数　消防吏員１２９名、労務職員１名

相楽中部消防本部地震警備計画を策定し、運用を開始する。

平成９年近畿府県合同防災訓練に参画し、訓練に参加する。

し、消防本部に配備する。

消防職員９名を採用する。総員１２７名

携帯電話及び自動車電話１１９番通報の受信業務を開始する。

東部消防署の庁舎改修工事が完了する。

消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ）１台を購入し、中部消防署の消防ポンプ自動車を更新す

る。

消防本部通信指令室に消防緊急通信指令装置（Ⅱ型）を導入し、運用を開始する。

職員定数条例に基づく職員定数　消防吏員１２０名、労務職員１名

消防職員６名を採用する。総員１２１名

日本損害保険協会より高規格救急自動車１台の寄贈を受け、東部消防署の救急自動車（

２Ｂ）を更新する。

消防本部の指揮車を更新する。

消防長に竹本勤が就任する。

日本消防協会より救急自動車（２Ｂ）１台の寄贈を受け、山城出張所の救急自動車を更

新する。

高規格救急自動車１台を購入し、中部消防署の救急自動車（２Ｂ）を更新する。

屈折はしご付消防ポンプ自動車の更新として、はしご付消防自動車（３５ｍ級）を購入



− 8− − 8−

平成

る。

消防長に尾崎祝二が就任する。

消防職員４名を採用する。総員１２６名

株式会社福寿園よりハイブリッド車１台の寄贈を受け、消防本部に業務連絡車として配

消防職員４名を採用する。総員１２８名

大規模災害発生時に応急救護所等として使用できるエアーテント２張を消防本部に配備

する。

消火活動時の安全の向上を図るため、全職員の防火衣の更新を実施する。

東日本大震災に緊急消防援助隊京都府隊として、消火隊、救急隊及び後方支援隊の３隊

を宮城県本吉郡南三陸町へ派遣する。

平成１９年度近畿管区広域緊急援助隊合同警備訓練に参加する。

消防本部の広報指令車を更新する。

高規格救急自動車１台を購入し、東部出張所の高規格救急自動車を更新する。

救助隊装備基準の改正に伴い、水難救助用の流水救助器具を導入し配備する。

平成２０年度京都府高圧ガス防災訓練に参加する。

消防緊急通信指令施設整備事業に伴う消防緊急通信指令装置の部分更新及び携帯・ＩＰ

電話からの１１９番発信地表示機能を導入し、運用を開始する。

東部出張所の査察車を更新する。

高規格救急自動車１台を購入し、中部消防署の高規格救急自動車を更新する。

薬剤投与認定救急救命士による薬剤投与の業務を開始する。

市町村の合併により、伊賀北部消防組合が伊賀市消防本部となったため、新たに伊賀市

と消防相互応援協定を締結する。

はしご付消防自動車の全体点検整備（オーバーホール）を実施する。

消防組合の構成自治体である木津町、山城町、加茂町が合併し木津川市となったため、

消防組合の構成は木津川市、笠置町、和束町、南山城村の１市２町１村となる。

機構改革により東部消防署を廃止し東部出張所に改め、和束出張所とともに中部消防署

の管轄とする。

管理者に、木津川市長の河井規子が就任する。

京都府広域消防相互応援協定が改訂され、再締結をする。

和束出張所の庁舎修繕工事が完了する。

消防本部の救助指令車を更新する。

職員定数条例に基づく職員定数　消防吏員１３０名

消防職員１名を採用する。総員１２９名

する。

中部消防署及び東部消防署の各出張所に救助ゴムボートを配備する。

携帯電話からの１１９番受信システムを、代表消防本部方式より各消防本部直接受信方

式のシステムに変更し、運用を開始する。

する。

相楽メディカルコントロール協議会を山城南メディカルコントロール協議会に名称を改

める。

平成１６年度京都府総合防災訓練に参画し、訓練に参加する。

日本自動車工業会より高規格救急自動車１台の寄贈を受け、木津西出張所の救急自動車

（２Ｂ）を更新する。

気管挿管認定救急救命士による気管挿管の業務を開始する。

ＩＰ電話からの１１９番通報受信システムを設置し、運用を開始する。

水難事故に対する初動活動充実のため、船外機付き救助ゴムボートを中部消防署に配備

消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ）１台を購入し、加茂出張所の消防ポンプ自動車を更新す

救急自動車（２Ｂ）１台を購入し、山城出張所の救急自動車を更新する。

消防長に德田哲が就任する。

消防職員３名を採用する。総員１３０名

水難事故に対する初動活動充実のため、船外機付き救助ゴムボートを東部消防署に配備



− 9− − 9−

平成

消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ：キャフス仕様）１台を購入し、東部出張所の消防ポンプ

自動車を更新する。

消防職員４名を採用する。総員１２８名

消防本部の救助工作車を更新する。

平成２７年度緊急消防援助隊近畿ブロック訓練に参画し、訓練に参加する。

中部消防署の指令車を更新する。

消防職員３名を採用する。総員１２９名

中部消防署の査察バイクを更新する。

消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ：キャフス仕様）１台を購入し、山城出張所の消防ポンプ

自動車を更新する。

電波法関係審査基準の改正により、デジタル無線設備の運用を開始する。

消防長に小池長幸が就任する。

消防職員８名を採用する。総員１２９名

消防本部の化学消防ポンプ自動車を更新する。

はしご付消防自動車の全体点検整備（オーバーホール）を実施する。

木津西出張所の査察バイクを更新する。

消防本部の査察車を更新する。

平成２６年度京都府総合防災訓練に参画し、訓練に参加する。

消防本部の警防指揮車を更新する。

高規格救急自動車１台を購入し、和束出張所の高規格救急自動車を更新する。

消防職員４名を採用する。総員１３０名

和束出張所の査察バイクを更新する。

山城出張所の査察バイクを更新する。

中部消防署の東部指令車を更新する。

消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ：キャフス仕様）１台を購入し、和束出張所の消防ポンプ

自動車を更新する。

備する。

高規格救急自動車１台を購入し、加茂出張所の高規格救急自動車を更新する。

財団法人救急振興財団より、救急普及啓発広報車１台の寄贈を受ける。

日本損害保険協会より高規格救急自動車１台の寄贈を受け、山城出張所の救急自動車を

更新する。

消防長に辻村秀文が就任する。

消防職員８名を採用する。総員１２９名

熊本地震に伴う緊急消防援助隊京都府隊として、救急隊及び後方支援隊の２隊を派遣す

消防本部に警防連絡車を配備する。

加茂出張所の査察車を更新する。

和束出張所の査察車を更新する。

消防本部の査察バイクを更新する。

消防長に尾﨑昌寬が就任する。

る。

加茂出張所の査察バイクを更新する。

消防本部の連絡車を更新する。

消防本部の指揮車を更新する。

高規格救急自動車１台を購入し、木津西出張所の高規格救急自動車を更新する。

消防職員４名を採用する。総員１３０名

華町消防本部と合同でドローンを利用した技術訓練を披露する。

第４５回消防救助技術東近畿地区指導会水上の部において、京田辺市消防本部並びに精

全国消防救助技術大会水上の部において、溺者搬送で２名が入賞する。

東部出張所の査察バイクを更新する。

消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ：キャフス仕様）１台を購入し、木津西出張所の消防ポン

プ自動車を更新する。

辻
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平成

令和 元

Ｎｅｔ１１９の運用を開始する。

奈良市・木津川市で開催された市民メディカルラリーに、共催として参画する。

消防ポンプ自動車（ＣＤ－Ⅰ：キャフス仕様）１台を購入し、加茂出張所の消防ポンプ

自動車を更新する。

消防長に勝山重典が就任する。

消防職員７名を採用する。総員１３０名

奈良市とはしご付消防自動車共同運用に係る連携協約の締結を行う。

高規格救急自動車２台を購入し、山城出張所及び東部出張所の高規格救急自動車を更新

する。

平成３０年度緊急消防援助隊近畿ブロック訓練に参加する。

令和２年　防災の日に伴う訓練

京奈和自動車道（城陽ＩＣ～木津ＩＣ間）の消防相互応援協定を締結する。

（城陽市、京田辺市、精華町、相楽中部消防組合）

消防職員９名を採用する。総員１３４名

消防職員８名を採用する。総員１３２名

西日本豪雨に伴う緊急消防援助隊京都府隊として、後方支援隊１隊を派遣する。

消防本部救急訓練室の改修工事を実施する。

消防職員７名を採用する。総員１３２名

消防本部の資材搬送車を更新する。

はしご付消防自動車共同運用に係る連携協約に基づき、はしご付消防自動車を更新する。

（奈良市と共同運用を開始する。）
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消 防 庁 舎 の 現 況
※写真差し替えか、標語と本部庁舎のはしご車を消す。

相楽中部消防組合消防本部・相楽中部消防署（併設）

所 在 地 木津川市木津白口 番地

構 造 鉄筋コンクリート造 階建 部鉄骨造 階建

敷 地 面 積 ㎡

建 築 面 積 ㎡ 延面積 ㎡

建築年月日 昭和４９年８月３０日

増築年月日 平成６年２月１０日

Ｔ Ｅ Ｌ （０７７４）７２－２１１９

Ｆ Ａ Ｘ （０７７４）７３－８１９９

相楽中部消防署 山城出張所

所 在 地 木津川市山城町平尾西方儀 番地

構 造 鉄骨造 平屋建

敷 地 面 積 ㎡

建 築 面 積 ㎡ 延面積 ㎡

建築年月日 昭和５１年３月３１日

Ｔ Ｅ Ｌ （０７７４）８６－４３３４

Ｆ Ａ Ｘ （０７７４）８６－４５４９

相楽中部消防署 加茂出張所

所 在 地 木津川市加茂町里西鳥口 番地

構 造 鉄筋コンクリート造 ２階建

敷 地 面 積 ㎡

建 築 面 積 ㎡ 延面積 ㎡

建築年月日 昭和５１年３月３１日

増築年月日 平成１４年１月３１日

Ｔ Ｅ Ｌ （０７７４）７６－４１１９

Ｆ Ａ Ｘ （０７７４）７６－４５４９
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相楽中部消防署 木津西出張所

所 在 地 木津川市兜台六丁目 番地

構 造 鉄筋コンクリート造 ２階建

敷 地 面 積 ㎡

建 築 面 積 ㎡ 延面積 ㎡

建築年月日 昭和６２年２月２８日

Ｔ Ｅ Ｌ （０７７４）７２－７１１９

Ｆ Ａ Ｘ （０７７４）７２－４９１０

相楽中部消防署 東部出張所

所 在 地 相楽郡笠置町大字有市小字西狭間 番地

構 造 鉄骨造 ２階建

敷 地 面 積 ㎡

建 築 面 積 ㎡ 延面積 ㎡

建築年月日 昭和５５年１２月２０日

Ｔ Ｅ Ｌ （０７４３）９５－２０７５

Ｆ Ａ Ｘ （０７４３）９５－２５９０

相楽中部消防署 和束出張所

所 在 地 相楽郡和束町大字釜塚小字下り松 番地の

構 造 鉄骨造 ２階建

敷 地 面 積 ㎡

建 築 面 積 ㎡ 延面積 ㎡

建築年月日 昭和５６年９月１日

Ｔ Ｅ Ｌ （０７７４）７８－３１１９

Ｆ Ａ Ｘ （０７７４）７８－３２４９
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消 防 組 合 の 組 織 機 構
令和３年４月１日現在

消防本部・消防署の組織機構

組合議員 名

木津川市 名

笠 置 町 名

和 束 町 名

南山城村 名

相楽中部消防組合

管 理 者 木津川市長

副管理者 他構成町村長 公平委員

名 

監査委員

名 

相楽中部消防組合消防本部

相楽中部消防組合消防本部

相楽中部消防署

消防第１課 消防第２課

木津西出張所 東部出張所 和束出張所加茂出張所

庶
務
係

予
防
係

救
急
係

警
備
係

庶
務
係

予
防
係

救
急
係

警
備
係

消
防
第
一
係

消
防
第
二
係

消
防
第
一
係

消
防
第
二
係

消
防
第
一
係

消
防
第
二
係

消
防
第
二
係

予 防 課

予
防
広
報
係

指

導

係

会計管理者

山城出張所

消
防
第
二
係

消
防
第
一
係

消
防
第
一
係

会計課

総

務

係

財

政

係

総 務 課

会計係

警 防 課

消
防
救
助
係

救

急

係

通
信
指
令
第
一
係

通
信
指
令
第
二
係
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理事者・議会議員・監査委員・公平委員

令和３年７月１日現在

◇管 理 者・副 管 理 者◇

管 理 者 河 井 規 子 木津川市長

副管理者 中 淳 志 笠 置 町 長

副管理者 堀 忠 雄 和 束 町 長

副管理者 平 沼 和 彦 南山城村長

◇議 会 議 員◇

議 長 森 本 隆 木津川市 議 員 炭 本 範 子 木津川市

副議長 大 倉 博 笠 置 町 議 員 倉 克 伊 木津川市

議 員 谷 口 雄 一 木津川市 議 員 田 中 良 三 笠 置 町

議 員 福 井 平 和 木津川市 議 員 小 西 啓 和 束 町

議 員 長 岡 一 夫 木津川市 議 員 岡 田 泰 正 和 束 町

議 員 酒 井 弘 一 木津川市 議 員 奥 森 由 治 南山城村

議 員 大 角 久 典 木津川市 議 員 梅 本 章 一 南山城村

◇監 査 委 員◇

代表監査委員 髙 瀬 哲 也 学識経験者 木津川市

監 査 委 員 岡 田 泰 正 議 会 選 任 和 束 町

◇公 平 委 員◇

公平委員長 藤木 美能里 木津川市

公 平 委 員 西 窪 量 笠 置 町

公 平 委 員 横谷 冨士男 木津川市
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相 楽 中 部 消 防 協 議 会

常備消防職員と非常備消防団員が、火災、その他災害活動及び火災予防のため連携を密に

して住民の生命、身体及び財産を守るため活動する組織です。

◇協議会の沿革◇

昭和

平成

一部事務組合の常備消防として相楽中部消防組合（木津町、山城町、加茂町）が

発足する。

相楽中部消防組合の業務開始に向け、常備消防と非常備消防の連携を図るため、

相楽中部消防協議会の設置を決定し、相楽中部消防協議会規約を制定する。

相楽中部消防組合（木津町、山城町、加茂町）業務開始

同時に、木津町、山城町、加茂町及び相楽中部消防組合で相楽中部消防協議会を

設置し、事務局を消防組合内に置く。

笠置町、和束町、南山城村が、相楽中部消防組合に加入し、同時に相楽中部消防

協議会にも加入する。

規約の改正により、会長の下に監事（１名）を置く。

木津町、山城町、加茂町が合併により木津川市となる。

同時に、規約改正により相楽中部消防協議会は、木津川市、笠置町、和束町、南

山城村及び相楽中部消防組合の協議会となる。

◇令和２年度の主な行事◇

合同消防訓練、

防火パレード等

の諸行事

新型コロナウイルス感染症防止対策のために、諸行事等はすべて中止となる。
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令和３年４月１日現在

◇消防協議会役職構成◇

顧 問 相 楽 中 部 消 防 組 合 管 理 者 河 井 規 子

顧 問 相 楽 中 部 消 防 組 合 副 管 理 者 中 淳 志

顧 問 相 楽 中 部 消 防 組 合 副 管 理 者 堀 忠 雄

顧 問 相 楽 中 部 消 防 組 合 副 管 理 者 平 沼 和 彦

相 談 役 相楽中部消防組合消防本部消防長 勝 山 重 典

会 長 南 山 城 村 消 防 団 長 柴 垣 紀 行

監 事 和 束 町 消 防 団 長 岡 田 周 一

副 会 長 笠 置 町 消 防 団 長 大 西 篤 司

副 会 長 木 津 川 市 消 防 団 長 中 西 豊 信

副 会 長 相 楽 中 部 消 防 組 合 消 防 本 部 次 長 青 木 雅 治

副 会 長 相 楽 中 部 消 防 署 長 学

相楽中部消防協議会合同消防訓練

吉 田 　 学
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計

南山城村

和 束 町

笠 置 町

木津川市

消防水利の状況

 京都府広域消防相互応援協定改訂締結 平成 年 月 日

 木津川市・相楽地区と消防相互応援協定締結 平成 年 月 日

緊急消防援助隊

　国内で発生した地震等の大規模災害発生時に被災地への応援を行うため、当消防本部では
消火隊２隊、救急隊及び後方支援隊の計４隊を緊急消防援助隊京都府隊として総務省消防庁
に登録しています。

　第一次出動都道府県は、福井・滋賀・大阪・兵庫・奈良・和歌山の各府県です。

        令和３年４月１日現在
　　　　　　区分
　

市町村別

消　火　栓
防　火　水　槽

池・貯水池 プール 河川・溝川

40㎥以上
20㎥～

40㎥未満

 甲賀広域行政組合消防本部と消防相互応援協定締結 昭和 年 月 日

 伊賀市と消防相互応援協定締結 平成 年 月 日

消防相互応援協定等の状況

協　定　市　町　及　び　消　防　組　合 締　結　年　月　日

 奈良市と消防相互応援協定締結 昭和 年 月 日
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消防組合の事務分掌

課 係 事 務 分 掌

会 計 課 会 計 係 １ 収入事務に関すること。

２ 支出負担行為の確認及び支出命令の審査に関すること。

３ 現金及び有価証券の出納及び保管に関すること。

４ 小切手の振出し等に関すること。

５ 指定金融機関等に関すること。

６ 財産の出納、保管及び記録に関すること。

７ 物品の出納、保管及び記録に関すること。

８ 決算の調整に関すること。

９ 課の予算執行及び備品等の維持管理に関すること。

課の庶務に関すること。

消防本部の事務分掌

課 係 事     務     分     掌 

総 務 課 総 務 係 １ 重要な企画及び総合調整に関すること。

２ 儀式及び表彰に関すること。

３ 消防行政に必要な情報の収集に関すること。

４ 消防年報発行に関すること。

５ 組織及び機構に関すること。

６ 事務の配分及び行政事務の改善に関すること。

７ 条例、規則等の制定改廃及び公布に関すること。

８ 公告式に関すること。

９ 組合議会事務に関すること。

監査委員及び公平委員会に関すること。

行政不服審査及び訴訟に関すること。

情報公開制度に関すること。

公印に関すること。

公文書の収受、配布及び発送に関すること。

完結文書の整理保存に関すること。

庁舎の維持管理に関すること。

管内市町村及び関係団体との連絡調整に関すること。

職員の任免、賞罰、分限、懲戒、服務その他身分に関すること。
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職員の定数及び人事に関すること。

職員の福利厚生及び保健衛生に関すること。

市町村職員共済組合及び市町村職員厚生会に関すること。

退職手当組合に関すること。

消防協議会の会計に関すること。

職員互助会に関すること。

消防職員委員会に関すること。

職員の提案に関すること。

職員の給与及び勤務条件に関すること。

職員の考課及び研修に関すること。

職員の公務災害に関すること。

職員の被服等貸与に関すること。

係の予算の執行及び備品等の維持管理に関すること。

課の庶務及びその他、他の課に属さない事務に関すること。

財 政 係 １ 組合財政計画に関すること。

２ 予算の編成、執行及び決算に関すること。

３ 予算の経理に関すること。

４ 補助、公債及び借入金に関すること。

５ 監査委員事務に関すること。

６ 公有財産に関すること。

７ 職員の給与及び諸給付の計算及び支払いに関すること。

８ 市町村職員共済組合及び市町村職員厚生会に関すること。

９ 会計経理に関すること。

係の予算の執行及び備品等の維持管理に関すること。

その他、財務関係の分掌を適当とすること。

予 防 課 予防広報係 １ 火災予防対策の企画調整に関すること。

２ 予防関係企画調整及び進行管理に関すること。

３ 組合構成市町村との予防関係連絡調整に関すること。

４ 防火対象物の立入検査に関すること。

５ 防火管理講習に関すること。

６ 住宅防火に関すること。

７ 消防広報及び公聴に関すること。

８ 消防統計、予防業務の統計に関すること。

９ 各種団体等の育成及び連絡調整に関すること。

火災予防関係例規の制定及び改廃に関すること。

庁舎見学等に関すること。

係の予算の執行及び備品等の維持管理に関すること。

課の庶務に関すること。
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その他、予防広報関係の分掌を適当とすること。

指 導 係 １ 建築物の確認等の同意及び通知に関すること。

２ 消防用設備等及び火気・電気使用設備等の設置指導及び検査に関

すること。

３ 危険物関係の許可及び規制並びに立入検査に関すること。

４ 防火対象物の使用開始に関すること。

５ 圧縮アセチレンガス等及び指定可燃物等の貯蔵等に関すること。

６ 火薬、その他特殊な物質に関すること。

７ 防炎規制に関すること。

８ 消防設備士等に関すること。

９ 危険物取扱者等に関すること。

違反処理に関すること。

係の予算の執行及び備品等の維持管理に関すること。

その他、指導関係の分掌を適当とすること。

警 防 課 消防救助係 １ 警防関係の基本施策に関すること。

２ 警防関係連絡調整及び進行管理に関すること。

３ 組合構成市町村との警防関係連絡調整に関すること。

４ 消防相互応援協定に関すること。 緊急消防援助隊を含む。

５ 消防統計に関すること。

６ 消防車両等消防用機械器具の整備保全に関すること。

７ 消防救助教育訓練指導に関すること。

８ 救助資機材の管理、保全に関すること。

９ 消防用施設整備計画に関すること。

消防用燃料に関すること。

交通、安全管理に関すること。

水火災その他災害防ぎょに関すること。

開発行為の事前協議等に関すること。

消防地水利に関すること。

自治体との連絡等に関すること。

火災原因調査及び損害調査処理に関すること。

消防証明に関すること。

消防協議会に関すること。

係の予算の執行及び備品等の維持管理に関すること。

課の庶務に関すること。

その他、警防関係の分掌を適当とすること。

救 急 係 １ 救急医療対策に関すること。

２ 救急資機材の管理、保全に関すること。

３ 救急教育訓練指導に関すること。
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４ 救急資機材の教育訓練に関すること。

５ 救急業務上の統計に関すること。

６ 応急手当普及啓発に関すること。

７ 係の予算の執行及び備品等の維持管理に関すること。

８ その他、救急関係の分掌を適当とすること。

通信指令係 １ 消防通信の企画調整及び運用管理に関すること。

２ 災害通報の受信及び出動指令に関すること。

３ 消防隊、救急隊及び救助隊の出動計画及び運用に関すること。

４ 災害の情報収集及び関係機関等との連絡に関すること。

５ 消防相互応援協定の応援要請に関すること。

６ 気象観測及び気象、地震情報等の受信連絡に関すること。

７ 職員の非常召集に関すること。

８ 消防通信の統計等に関すること。

９ 火災予防条例等の届出事務のうち指令業務に関すること。

係の予算の執行及び備品等の維持管理に関すること。

その他、通信指令関係の分掌を適当とすること。
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消防署の事務分掌

署 所 課 係 事 務 分 掌

消 防 署 消 防 課 庶 務 係 １ 公印に関すること。

２ 公文書の収受、配布及び発送に関すること。

３ 職員の配置、服務、勤務条件その他身分に関するこ

と。

４ 市町村職員共済組合及び市町村職員厚生会に関す

ること。

５ 職員の福利厚生及び保健衛生に関すること。

６ 職員の研修及び教養に関すること。

７ 庁舎の維持管理に関すること。

８ 職員の公務災害に関すること。

９ 職員の被服等貸与に関すること。

係の予算の執行及び備品等の維持管理に関するこ

と。

課の庶務及び他の係、並びに出張所に属さない事務

に関すること。

予 防 係 １ 防火対象物・危険物施設等の立入検査、防火指導及

び違反処理に関すること。

２ 防火相談及び消防訓練等の実施に関すること。

３ 火災予防及び防火思想の普及又は防火広報の実施

に関すること。

４ 自主防災組織等各種団体の育成指導の実施に関す

ること。

５ 住宅防火対策の実施に関すること。

６ 文化財の防火指導の実施に関すること。

７ 消防用設備等の保守点検及び指導の実施に関する

こと。

８ 予防業務の統計に関すること。

９ 係の予算の執行及び備品等の維持管理に関するこ

と。

その他、予防関係の分掌を適当とすること。

警 備 係 １ 消防警備に係る調査、計画に関すること。

２ 火災、その他の災害防ぎょ活動及び警戒に関するこ

と。

３ 消防救助教育訓練の企画立案、実施に関すること。
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４ 開発行為の事前協議等に関すること。

５ 消防地水利の調査、保全に関すること。

６ 消防資機材の整備、管理に関すること。

７ 消防車両の整備、保全、検査に関すること。

８ 消防用燃料に関すること。

９ 交通、安全管理に関すること。

火災原因調査及び損害調査に関すること。

消防統計（警防、救助）に関すること。

人命救助活動に関すること。

救助資機材の整備、管理に関すること。

係の予算の執行及び備品等の維持管理に関するこ

と。

その他、消防、救助対応上の分掌を適当とすること。

救 急 係 １ 救急活動及び業務に関すること。

２ 救急資機材の管理、保全に関すること。

３ 救急教育訓練指導に関すること。

４ 救急医療機関との連絡、対応に関すること。

５ 応急手当普及啓発活動に関すること。

６ 救急統計に関すること。

７ 係の予算の執行及び備品等の維持管理に関するこ

と。

８ その他、救急対応上の分掌を適当とすること。

出 張 所 消 防 係 おおむね消防課の庶務係、予防係、警備係及び救急係に

準ずる事務に関すること。
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１　歳入

２　歳出

令 和 ２ 年 度 消 防 組 合 決 算

目的別

議 会 費

総 務 費

当 初 予 算

△ 26,302

△ 4,800

△ 31,431

（単位：千円）

△ 126

当 初 予 算

△ 37,885

決 算 比 較

△ 1

（単位：千円）

比 率 （ ％ ）

公 債 費

国 庫 支 出 金

府 支 出 金

総 務 管 理 費

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

区 分

寄 附 金

繰 越 金

組 合 債

監 査 委 員 費

諸 収 入

予 備 費

区 分

計

比 較

△ 26,310

財 産 収 入 △ 7

比 率 （ ％ ）決 算

△ 8

計

△ 195
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３　各市町村消防費に係る分担金

４　消防組合予算と人口世帯割合

区 分

△ 31,431

扶 助 費

普 通 建 設 事 業 費

予 備 費 △ 4,800

△ 1,370

積 立 金

比 率 （ ％ ）比 較

△ 195

令和２年度当初予算

人 口 世 帯 数

世帯数  （世帯）
※１月１日現在

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

人 件 費

公 債 費

係る基準財政需要額

当 初 予 算

（単位：千円）

△ 29,686

１世帯当り（千円）

△ 18,449

分担金（福祉通報含む）分担金（福祉通報含む）

笠 置 町

人  口   （人）
※１月１日現在

平成３０年度

令和２年度決算

（千円）

南 山 城 村

　　　　　　　区分

年度別

（単位：千円）

平成２９年度

１人当り  （千円）

木 津 川 市

令和元年度

和 束 町

消防予算

計

　　　　　　　　　　区分

市町村別

性質別

計

決 算

令和２年度消防費に
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             階　級

年　数
消防監

消防
司令長

消防
司令

消防
司令補

消防
士長

消防
副士長

消防士 計

1 年  未  満

1年～2年未満

2年～3年未満

3年～4年未満

4年～5年未満

5年～6年未満

6年～7年未満

7年～8年未満

8年～9年未満

 9年～10年未満

10年～11年未満

11年～12年未満

12年～13年未満

13年～14年未満

14年～15年未満

15年～16年未満

16年～17年未満

17年～18年未満

18年～19年未満

19年～20年未満

20年～21年未満

21年～22年未満

22年～23年未満

23年～24年未満

24年～25年未満

25年～26年未満

26年～27年未満

27年～28年未満

28年～29年未満

29年～30年未満

30年～31年未満

31年～32年未満

32年～33年未満

33年～34年未満

34年～35年未満

35　年　以　上

計

職員の階級別勤続年数状況
令和３年４月１日現在
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　　　　階級

年数

消

防

監

消
防
司
令
長

消

防

司

令

消
防
司
令
補

消

防

士

長

消
防
副
士
長

消

防

士

計

１８歳

１９歳

２０歳

２１歳

２２歳

２３歳

２４歳

２５歳

２６歳

２７歳

２８歳

２９歳

３０歳

３１歳

３２歳

３３歳

３４歳

３５歳

３６歳

３７歳

３８歳

３９歳

４０歳

４１歳

４２歳

４３歳

４４歳

４５歳

４６歳

４７歳

４８歳

４９歳

５０歳

５１歳

５２歳

５３歳

５４歳

５５歳

５６歳

５７歳

５８歳

５９歳

６０歳以上

計

職員の階級別年齢状況
                                                    令和３年４月１日現在

      平均年齢　38歳
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（　）内は兼務

消防長

消防第２係

消

防

本

部

消防第１係

消防第２係

警　防　課

消防救助係

救急係

通信指令第１係

通信指令第２係

総務係

財政係

指導係

予防広報係

木津西出張所

東部出張所

和束出張所

次  長

総　務　課

予　防　課

副  署  長

署　長

小　　計

消 防 本 部

小　　　計

相
　
楽
　
中
　
部
　
消
　
防
　
署

消防第２課

消防第１係

消防第２係

消防第１係

消防第２係

消防第１係

消防第２係

消防第１係

加茂出張所

木津川市派遣職員

消防第１課

山城出張所

合　　　計

消
防

組
合

会計管理者

会計課

小　　　計

会計係

職員の所属及び階級別配置状況
令和３年４月１日現在

　　　　　　　階級
所属等

消防監
消防
司令長

消防
司令

消防
司令補

消防
士長

消防
副士長

計消防士
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教 育 科 目 実 施 機 関

受
講
人
数

消

防

監

消
防

司

令

長

消

防

司

令

消
防

司

令

補

消

防

士

長

消
防

副

士

長

消

防

士

初任教育 京都府立消防学校

危険物科 京都府立消防学校

警防科 京都府立消防学校

救急科 京都府立消防学校

救助科 京都府立消防学校

予防査察科 京都市消防学校

特殊災害科 京都府立消防学校

火災調査科　 消防大学校

通信指令シンポジウム 全国消防長会

火災調査実務研修 京都市消防局

火災調査業務研究会 京都府消防長会

救急業務高度化研修会 京都府消防長会

警防業務研究会 京都府消防長会

救急救命士養成課程 京都市救急教育訓練センター

気管挿管病院実習 京都山城総合医療センター

救急救命士現任病院研修等 京都山城総合医療センター

プレホスピタル救急医療検討会等 京都府医師会・京都府消防長会

安全運転技能講習 ＪＡＦ等

違反是正事例研究会 全国消防長会東近畿支部

予防業務研究会 全国消防長会東近畿支部

予防技術検定講習会 消防防災科学センター

潜水士免許講習 近畿安全衛生技術センター

テクニカルロープレスキュー ﾚｽｷｭｰｼﾞｬﾊﾟﾝ京都事務所

スイフトウォーターレスキュー ﾚｽｷｭｰｼﾞｬﾊﾟﾝ京都事務所

玉掛技能講習 日本クレーン協会

小型移動式クレーン技能講習 日本クレーン協会

特殊無線技師養成課程 日本無線協会近畿支部

二級小型船舶操縦士免許講習

酸素欠乏・硫化水素作業主任者技能講習 近畿安全衛生技術センター

市町村職員等共同研修 京都府市町村振興協会

安全衛生管理研修 地方公務員安全衛生推進協議会

指導救命士養成研修 救命救急九州研修所

フルハーネス型墜落制止用器具特別教育 建設不動産総合研修センター

災害現場指揮者研修 京都府消防長会

予防技術検定講習会 消防防災科学センター

※eラーニング研修を含む総件数

職員の研修状況
令和２年度中
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消

防

監

消
防
司
令
長

消

防

司

令

消
防
司
令
補

消

防

士

長

消
防
副
士
長

消

防

士

計

大 型 ２ 種

大 型 １ 種

中 型 １ 種

中 型 （ 限 定 有 り ）

準 中 型 種

普 通 １ 種

大 型 特 殊

け ん 引 第 １ 種

自 動 ２ 輪

防 火 査 察

消 防 用 設 備 等

危 険 物

職員の技能資格取得状況
                                                                     令和３年４月１日現在

自

動

車

運

転

免

許

危 険 物 取 扱 者 （ 乙 、 丙 ）

予

防

技

術

資

格

者

潜 水 士

小型車両建設機械取扱（３ｔ未満）

フルハーネス型墜落制止用器具講習

酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者講習

消 防 設 備 士 （ 甲 、 乙 ）

特 殊 無 線 技 士 （ ２ 級 、 ３ 級 ）

救 急 救 命 士

救 急 隊 員 適 合 者

有 機 溶 剤 作 業 主 任 者 技 能 講 習

毒 物 劇 物 取 扱 者

ボ イ ラ ー 取 扱 者

ガ ス 溶 接 技 能 講 習

電 気 溶 接 士

ア マ チ ュ ア 無 線 技 士

小 型 船 舶

玉 掛 作 業 者

小 型 移 動 式 ク レ ー ン 運 転 士

衛 生 管 理 者

起 震 車 操 作 員

足 場 組 立 等 作 業 主 任 者
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整備台数に
対する人員

① ⑦ ①－⑦ ⑦/①×100

② ⑧ ②－⑧ ⑧/②×100

③ ⑨ ③－⑨ ⑨/③×100

④ ⑩

⑤ ⑪

⑥ ⑫ ⑥－⑫ ⑫/⑥×100

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ Ｂ/Ａ×100

※

消 防 隊 員
救 急 隊 員
救 助 隊 員
指 揮 隊 員

　通　信　員

　予 防 要 員

消防本部及び署所の職員総数

令和３年４月１日現在

算定数
（人）

現員数
（人）

算定数に
対する不足数

（人）

算定数に
対する比率

（％）

Ａ＝①＋②＋④＋⑥

Ｂ＝⑦＋⑧＋⑩＋⑫

専 任 の 予 防 要 員

警防要員をもって充てる人員数

消防本部及び署所の職員の総数

総務事務等（消防の相互応援に関
する業務を含む。）の執行のため
に必要な人員

算定数及び数値については、消防力の整備指針によるもの。
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　　　　  配置場所
資器材名 合計

相 楽 中 部
消 防 本 部
（ 署 ）

山  城
出張所

加  茂
出張所

木津西
出張所

東  部
出張所

和  束
出張所

背負式動力ポンプ

ジェットシューター

組立式中継水槽

低　発　泡　器

ガンタイプノズル

ロータリーノズル

ウォーターチャージャー

かぎ付梯子

三連梯子

折りたたみ梯子

空気式救助マット

マット型空気ジャッキ一式

油圧式救助器具（切断器）

救助用支柱器具

可搬式ウインチ

ポータブルロープウインチ

エンジンカッター

ガス溶断器

チェーンソー

空気鋸

鉄線カッター

万能斧

削岩機

複合ガス測定器

送排風機

空気呼吸器

耐電衣一式

耐熱防護服

放射線防護服

消防用機器の保有状況
    令和３年４月１日現在
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         配置場所
資器材名

合　計
相 楽 中 部
消 防 本 部
（ 署 ）

山  城
出張所

加  茂
出張所

木津西
出張所

東  部
出張所

和  束
出張所

化学防護服

潜水用具一式

救命胴衣

救命ボート

船外機

バスケット型担架

緩降機

ロープ登降機

ハーネス（ナイロンスリング）

マンホール救助器具

発電機

救助訓練用ダミー人形

訓練塔安全ネット

エアーテント

熱画像直視装置

簡易画像探索機

アネロイド血圧計

聴診器

患者監視装置一式

電動式吸引器

喉頭鏡

マギール鉗子

ショックパンツ
      （成人用･小児用）

携帯電話

スクープストレッチャー

高圧蒸気滅菌器

自動式人工呼吸器

半自動体外式除細動器

除細動器エネルギーチェッカ

救急訓練用人形
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　　　　　　所　属

　
　　車　種

相
楽
中
部
消
防
組
合

消

防

本

部

相

楽

中

部

消

防

署

山

城

出

張

所

加

茂

出

張

所

木

津

西

出

張

所

東

部

出

張

所

和

束

出

張

所

計

消防ポンプ自動車

化学ポンプ自動車
３５ｍ級はしご車
奈良市消防局北消防署に配備

救急車（高規格）

救助工作車

指揮車

指令車

広報指令車

救助指令車

連絡車

救急普及啓発広報車

査察車

査察バイク

合計

令和３年出初式（共同運用はしご車）

消防車両配置状況
令和３年４月１日現在

※　35ｍ級はしご車については、令和2年11月1日より奈良市と共同運用開始
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通信指令編 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

通 信 指 令 室 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

通信指令編 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

通 信 指 令 室 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

通信指令編 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

通 信 指 令 室 
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　　　　　　　　　　　　　　　　所　　属

　電話設備・装置名等

相
楽
中
部
消
防
組
合

消

防

本

部

相

楽

中

部

消

防

署

山

城

出

張

所

加

茂

出

張

所

木

津

西

出

張

所

東

部

出

張

所

和

束

出

張

所

計

１ １ ９ 番 専 用 電 話

加 入 電 話

携 帯 電 話

直 通 電 話 署 ・ 所 ）

緊 急 福 祉 電 話

Ｎ Ｅ Ｔ １ １ ９ サ ー ビ ス

テ レ フ ォ ン サ ー ビ ス

フ ァ ッ ク ス

高 機 能 緊 急 通 信 指 令 装 置 　一式 　一式

高 機 能 総 合 情 報 表 示 盤

高 機 能 車 両 運 用 表 示 盤

高 機 能 地 デ ジ 放 送 テ レ ビ

高 機 能 長 時 間 録 音 装 置

高 機 能 指 令 情 報 送 信 装 置

高 機 能 指 令 台

高 機 能 指 令 室 関 係 プ リ ン タ ー

高 機 能 デ ー タ 修 正 装 置

高 機 能 表 示 盤 制 御 装 置

高 機 能 自 動 出 動 指 定 装 置

高 機 能 地 図 等 検 索 装 置

高機能携帯ＩＰ位置情報通話装置

高機能出動車両運用管理装置

高 機 能 音 声 合 成 装 置

高 機 能 シ ス テ ム 監 視 装 置

高 機 能 署 所 端 末 装 置

気 象 観 測 装 置

消 防 専 用 無 線 基 地 局

消 防 専 用 無 線 移 動 型 １ ０ Ｗ

消 防 専 用 無 線 移 動 型 ５ Ｗ

京 都 府 防 災 行 政 無 線 　一式 　一式

全 国 瞬 時 警 報 シ ス テ ム 　一式 　一式

消防組合備品以外の京都府備品も含む。

消 防 の 通 信 施 設
令 和 3 年 ４ 月 １ 日 現 在
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聴覚・言語障害者専用ファクシミリ

一 無

斉 線

指 指

令 令

支

無 無 援

線 線 情

報
和 束 出 張 所
東 部 出 張 所
木 津 西 出 張 所
加 茂 出 張 所

出動要請

Ｉ Ｐ １ １ ９ 番
専 用 電 話

相楽中部消防組合消防本部 各 関 係 機 関

緊 急 通 報 シ ス テ ム

京 都 市 救 命

警 防 課通 信指 令室

構成町村役場

相楽中部消防署
山 城 出 張 所

構 成 市 役 所

各市町村消防団

災害現場
へ出動

ドクターヘリ
・京滋ドクターヘリ
・大阪府ドクターヘリ

通 信 系 統 図

駆 け 付 け ･ 駆 け 込 み
一 般 電 話

災　　　　害　　　　現　　　　場

災 害 情 報 案 内
テレフォンガイド

１ １ ９ 番
携 帯 １ １ ９ 番

指示センター

携帯電話

情報システム
救 急 医 療
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1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 計

　　　　　　　　　　  令和２年　

計

月別指令件数

行政サービス

出動別受信件数

火 災

　　　　　　月別
種別

そ の 他

問い合せ

間違い・悪戯

救 助

水 防

救 急

急 病

労　　　　災

計

　　　　　　月別
区分

交 通

一 般

火　　　　災

　　　　　　　　　　  令和２年　

　　　　　　　　　　  令和２年

計

　　　　　　月別
地域別

木
津
川
市

木津地区

山城地区

加茂地区

和束町

南山城村

笠置町

ドクターヘリ要請件数

福祉電話受信件数
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1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年間

最 風　速

（m/s） 大 風　向 西南西 西南西 北西 北北西 西南西 東北東 西 西北西 南西 東北東 北北西 西南西 西南西

（℃）

（％）

雨
量

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 計

最　低

降水量

特別警報欄の※１については震度６弱以上の予想

小 計

小 計

分類　　　　　　　　　　月別

洪 水

大 雨

暴 風

日最大

洪 水

大 雨

乾 燥

火 災 気 象 通 報

大 雪

風 雪

霜

低 温

濃 霧

雷

区分　　　　　　月別

風
速

平　均

気
温

平　均

最　高

最　低

湿
度

平　均

最　大

気
圧

平　均

最　高

最　低

月 別 気 象 状 況

年 間 気 象 情 報 受 信 状 況

　　　令和２年

　　　　　令和２年

強 風注

意

報

警
　
　
報

特
別
警
報 緊急地震速報 ※１

大 雪 特 別 警 報

暴風雪特別警報

暴 風 特 別 警 報

大 雨 特 別 警 報

小 計

大 雪

暴 風 雪
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予 防 編 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

文化財防火デーに伴う合同訓練 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

予 防 編 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

文化財防火デーに伴う合同訓練 
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イ

ロ

イ

ロ

ハ

二

イ

ロ

イ

ロ

イ

二

イ

ロ

イ

ロ

イ

ロ

イ

ロ

  令和３年４月１日現在

待 合 ・ 料 理 店

飲 食 店

南山城村

特 定 部 分 を 含 む 複 合 用 途 防 火 対 象 物

公 会 堂 ・ 集 会 場

木津川市 笠置町 和束町計

寄 宿 所 ・ 下 宿 ・ 共 同 住 宅

遊 技 場 ・ ダ ン ス ホ ー ル

防 火 対 象 物 の 現 況 （ 敷 地 単 位 ）

　　　　　　　　　　　　　市町村別
対象物別

（２）救護施設

イ に 掲 げ る 以 外 の 公 衆 浴 場

映 画 ・ テ レ ビ ス タ ジ オ

自 動 車 車 庫 ・ 駐 車 場

（４）障害児入所施設

（５）障害者支援施設

（２）更生施設

（１）老人デイサービスセンター・軽費老人ホーム等

（３）助産施設・保育所・児童養護施設等

（４）児童発達支援センター等

性 風 俗 関 連 特 殊 営 業 店 舗 等

カ ラ オ ケ ボ ッ ク ス 等

工 場 ・ 作 業 場

百 貨 店 ・ マ ー ケ ッ ト ・ 店 舗 等

キ ャ バ レ ー ・ カ フ ェ ー ナ イ ト ク ラ ブ 類

劇 場 ・ 映 画 館 ・ 演 芸 場 等

旅 館 ・ ホ テ ル ・ 宿 泊 所

重 要 文 化 財 等

延 長 ５ ０ 以 上 の ア ー ケ ー ド

計

飛 行 機 等 の 格 納 庫

倉 庫

前 各 項 に 該 当 し な い 事 業 所

イ 以 外 の 複 合 用 途 防 火 対 象 物

ロ

ハ

学 校 ・ 各 種 学 校 の 類

神 社 ・ 寺 院 ・ 教 会 の 類

車 両 の 停 車 場

（５）身体障害者福祉センター・障害者支援施設等

（３）乳児院

図 書 館 ・ 博 物 館 ・ 美 術 館 の 類

蒸 気 浴 場 ・ 熱 気 浴 場 の 類

幼 稚 園 ・ 養 護 学 校 等

病 院 ・ 診 療 所 ・ 助 産 所

（１）老人短期入所施設・養護老人ホーム等
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イ

ロ

イ

ロ

ハ

二

イ

ロ

イ

ロ

イ

二

イ

ロ

イ

ロ

イ

ロ

イ

ロ

計

延 長 ５ ０ 以 上 の ア ー ケ ー ド

重 要 文 化 財 等

イ 以 外 の 複 合 用 途 防 火 対 象 物

特 定 部 分 を 含 む 複 合 用 途 防 火 対 象 物

前 各 項 に 該 当 し な い 事 業 所

倉 庫

飛 行 機 等 の 格 納 庫

自 動 車 車 庫 ・ 駐 車 場

映 画 ・ テ レ ビ ス タ ジ オ

工 場 ・ 作 業 場

神 社 ・ 寺 院 ・ 教 会 の 類

車 両 の 停 車 場

イ に 掲 げ る 以 外 の 公 衆 浴 場

蒸 気 浴 場 ・ 熱 気 浴 場 の 類

図 書 館 ・ 博 物 館 ・ 美 術 館 の 類

学 校 ・ 各 種 学 校 の 類

幼 稚 園 ・ 養 護 学 校 等

（５）身体障害者福祉センター・障害者支援施設等

ハ

（１）老人デイサービスセンター・軽費老人ホーム等

（２）更生施設

（４）児童発達支援センター等

（３）助産施設・保育所・児童養護施設等

（３）乳児院ロ

（１）老人短期入所施設・養護老人ホーム等

（２）救護施設

（５）障害者支援施設

病 院 ・ 診 療 所 ・ 助 産 所

（４）障害児入所施設

寄 宿 所 ・ 下 宿 ・ 共 同 住 宅

旅 館 ・ ホ テ ル ・ 宿 泊 所

百 貨 店 ・ マ ー ケ ッ ト ・ 店 舗 等

飲 食 店

待 合 ・ 料 理 店

カ ラ オ ケ ボ ッ ク ス 等

遊 技 場 ・ ダ ン ス ホ ー ル

キャバ レー ・カ フェ ーナ イト クラ ブ類

性 風 俗 関 連 特 殊 営 業 店 舗 等

公 会 堂 ・ 集 会 場

劇 場 ・ 映 画 館 ・ 演 芸 場 等

消防法第８条防火対象物の現況（敷地単位）

　　　　　　　　　　　　市町村別
対象物別

計 木津川市 笠置町 和束町 南山城村

令和３年４月１日現在
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イ

ロ

イ

ロ

ハ

二

イ

ロ

イ

ロ

イ

二

イ

ロ

イ

ロ

イ

ロ

イ

ロ

計

茶工場立入検査　　　0件　　　筍工場立入検査　0件

延 長 ５ ０ 以 上 の ア ー ケ ー ド

重 要 文 化 財 等

イ 以 外 の 複 合 用 途 防 火 対 象 物

特 定 部 分 を 含 む 複 合 用 途 防 火 対 象 物

前 各 項 に 該 当 し な い 事 業 所

倉 庫

飛 行 機 等 の 格 納 庫

自 動 車 車 庫 ・ 駐 車 場

映 画 ・ テ レ ビ ス タ ジ オ

工 場 ・ 作 業 場

神 社 ・ 寺 院 ・ 教 会 の 類

車 両 の 停 車 場

イ に 掲 げ る 以 外 の 公 衆 浴 場

蒸 気 浴 場 ・ 熱 気 浴 場 の 類

図 書 館 ・ 博 物 館 ・ 美 術 館 の 類

学 校 ・ 各 種 学 校 の 類

幼 稚 園 ・ 養 護 学 校 等

（５）身体障害者福祉センター・障害者支援施設等

ハ

（１）老人デイサービスセンター・軽費老人ホーム等

（２）更生施設

（４）児童発達支援センター等

（３）助産施設・保育所・児童養護施設等

（３）乳児院ロ

（１）老人短期入所施設・養護老人ホーム等

（２）救護施設

（５）障害者支援施設

病 院 ・ 診 療 所 ・ 助 産 所

（４）障害児入所施設

寄 宿 所 ・ 下 宿 ・ 共 同 住 宅

旅 館 ・ ホ テ ル ・ 宿 泊 所

百 貨 店 ・ マ ー ケ ッ ト ・ 店 舗 等

飲 食 店

待 合 ・ 料 理 店

カ ラ オ ケ ボ ッ ク ス 等

遊 技 場 ・ ダ ン ス ホ ー ル

キャバレー・カフェーナイトクラブ類

性 風 俗 関 連 特 殊 営 業 店 舗 等

公 会 堂 ・ 集 会 場

劇 場 ・ 映 画 館 ・ 演 芸 場 等

防 火 対 象 物 立 入 検 査 状 況

　　　　　　　　　　　　　市町村別
対象物別

計 木津川市 笠置町 和束町 南山城村

令和２年度中
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イ

ロ

イ

ロ

ハ

二

イ

ロ

イ

ロ

イ

二

イ

ロ

イ

ロ

イ

ロ

イ

ロ

計

延 長 ５ ０ 以 上 の ア ー ケ ー ド

重 要 文 化 財 等

イ 以 外 の 複 合 用 途 防 火 対 象 物

特 定 部 分 を 含 む 複 合 用 途 防 火 対 象 物

前 各 項 に 該 当 し な い 事 業 所

倉 庫

飛 行 機 等 の 格 納 庫

自 動 車 車 庫 ・ 駐 車 場

映 画 ・ テ レ ビ ス タ ジ オ

工 場 ・ 作 業 場

神 社 ・ 寺 院 ・ 教 会 の 類

車 両 の 停 車 場

イ に 掲 げ る 以 外 の 公 衆 浴 場

蒸 気 浴 場 ・ 熱 気 浴 場 の 類

図書館・博物館・美術館の類

学 校 ・ 各 種 学 校 の 類

幼 稚 園 ・ 養 護 学 校 等

（５）身体障害者福祉センター・障害者支援施設等

ハ

（１）老人デイサービスセンター・軽費老人ホーム等

（２）更生施設

（４）児童発達支援センター等

（３）助産施設・保育所・児童養護施設等

（３）乳児院ロ

（１）老人短期入所施設・養護老人ホーム等

（２）救護施設

（５）障害者支援施設

病 院 ・ 診 療 所 ・ 助 産 所

（４）障害児入所施設

寄 宿 所 ・ 下 宿 ・ 共 同 住 宅

旅 館 ・ ホ テ ル ・ 宿 泊 所

百貨店・マーケット・店舗等

飲 食 店

待 合 ・ 料 理 店

カ ラ オ ケ ボ ッ ク ス 等

遊 技 場 ・ ダ ン ス ホ ー ル

キャバレー・カフェーナイトクラブ類

性 風 俗 関 連 特 殊 営 業 店 舗 等

公 会 堂 ・ 集 会 場

劇 場 ・ 映 画 館 ・ 演 芸 場 等

中 高 層 建 築 物 の 状 況

　　　　　　　　　　　　　市町村別
対象物別

計 木津川市 笠置町 和束町 南山城村

令和３年４月１日現在
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イ

ロ

イ

ロ

ハ

二

イ

ロ

イ

ロ

イ

二

イ

ロ

イ

ロ

イ

ロ

イ

ロ

建  築  同  意  事  務  状  況

公 会 堂 ・ 集 会 場

劇 場 ・ 映 画 館 ・ 演 芸 場 等

　　　　　　　　　　　通知・申請別
対象物別

通知

飲 食 店

待 合 ・ 料 理 店

カ ラ オ ケ ボ ッ ク ス 等

遊 技 場 ・ ダ ン ス ホ ー ル

キャバレー・カフェーナイトクラブ類

性 風 俗 関 連 特 殊 営 業 店 舗 等

病 院 ・ 診 療 所 ・ 助 産 所

（４）障害児入所施設

寄 宿 所 ・ 下 宿 ・ 共 同 住 宅

旅 館 ・ ホ テ ル ・ 宿 泊 所

百 貨 店 ・ マ ー ケ ッ ト ・ 店 舗 等

幼 稚 園 ・ 養 護 学 校 等

（５）身体障害者福祉センター・障害者支援施設等

（４）児童発達支援センター等

（３）助産施設・保育所・児童養護施設等ハ

（１）老人デイサービスセンター・軽費老人ホーム等

（２）更生施設

（５）障害者支援施設

（３）乳児院ロ

（１）老人短期入所施設・養護老人ホーム等

（２）救護施設

蒸 気 浴 場 ・ 熱 気 浴 場 の 類

図 書 館 ・ 博 物 館 ・ 美 術 館 の 類

学 校 ・ 各 種 学 校 の 類

神 社 ・ 寺 院 ・ 教 会 の 類

車 両 の 停 車 場

イ に 掲 げ る 以 外 の 公 衆 浴 場

自 動 車 車 庫 ・ 駐 車 場

映 画 ・ テ レ ビ ス タ ジ オ

工 場 ・ 作 業 場

前 各 項 に 該 当 し な い 事 業 所

倉 庫

飛 行 機 等 の 格 納 庫

計

延 長 ５ ０ 以 上 の ア ー ケ ー ド

重 要 文 化 財 等

イ 以 外 の 複 合 用 途 防 火 対 象 物

　専　　 　 用　　　　住　　 　　宅 

 併   　   用    　  住    　   宅

 そ     　     の               他

特 定 部 分 を 含 む 複 合 用 途 防 火 対 象 物

申請

令和２年度中



− 44 − − 44 −

相楽中部消防組合
消防本部

相楽中部消防署 計

相楽中部消防組合
消防本部

相楽中部消防署 計

令和２年度中

防 火 の 推 進

広 報 活 動 状 況

　　　　　　　　　　　　  所属別
広報媒体
市 町 村 広 報 紙
消 防 だ よ り

　　　　　　　　　　　　  所属別
区分
防 火 映 画
自 治 会 ・ 自 主 防 災 活 動

令和２年度中

水素ガスを充填する気球の設置届

水道断減水届
露店等の開設届

令和２年度中

避 難 訓 練 等 立 ち 合 い 指 導

街 頭 啓 発

防火対象物使用開始届
炉・厨房・ボイラー等設備設置届
発電・変電・蓄電池設備設置届

巡 回 広 報
庁 舎 見 学

起 震 車 体 験 乗 車

届 出 及 び 申 請 事 項

ネオン管灯設備設置届

催物開催届

防火対象物点検報告書

計
消防用設備等点検結果報告書

各　種　届　出　等　状　況

防火管理者解任届
消防計画作成変更届
消防計画一部変更届

消防用設備等着工（設計）届
消防用設備等設置届

道路工事届
少量危険物・指定可燃物届

少量タンク・水張・水圧検査申請
圧縮アセチレンガス・液化石油ガス等貯蔵取扱開始届

防火管理者選任届

煙火打ち上げ・仕掛け届
火災とまぎらわしい火煙等の届
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火災予防運動に伴う消防訓練

事業所避難訓練
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屋

内

貯

蔵

所

屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所

簡
易
タ
ン
ク
貯
蔵
所

移
動
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋

外

貯

蔵

所

小

計

給

油

取

扱

所

販

売

取

扱

所

移

送

取

扱

所

一

般

取

扱

所

小

計

　

屋

内

貯

蔵

所

屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所

簡
易
タ
ン
ク
貯
蔵
所

移
動
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋

外

貯

蔵

所

小

計

給

油

取

扱

所

販

売

取

扱

所

移

送

取

扱

所

一

般

取

扱

所

小

計

貯 蔵 所

類 別 危 険 物 施 設 の 状 況

笠　　置　　町

和　　束　　町

南  山  城  村

合　　　　　計

計

単
　
　
独

第 ４ 類

第 ６ 類

第 １ 類

第 ２ 類

第 ３ 類

混 在

第 ５ 類

令和３年４月１日現在

危 険 物 施 設 の 状 況

貯 蔵 所 取 扱 所
合

計

取 扱 所

令和３年４月１日現在

合

計

木　津　川　市

製

造

所

少

量

危

険

物

製

造

所

　　　　　　　区分

市町村別

　　　　　　　区分

類別
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屋

内

貯

蔵

所

屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所

簡
易
タ
ン
ク
貯
蔵
所

移
動
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋

外

貯

蔵

所

小

計

給

油

取

扱

所

販

売

取

扱

所

移

送

取

扱

所

一

般

取

扱

所

小

計

5倍以下

5倍をこえ10倍以下

10倍をこえ50倍以下

50倍をこえ100倍以下

100倍をこえ150倍以下

150倍をこえ200倍以下

200倍をこえ1,000倍以下

1,000倍をこえるもの

計

危 険 物 製 造 所 等 仮 使 用 承 認 申 請

危 険 物 製 造 所 等 仮 貯 蔵 ・ 仮 取 扱 申 請

危 険 物 製 造 所 等 完 成 検 査 申 請

危 険 物 製 造 所 等 種 類 ・ 数 量 変 更 届

危 険 物 製 造 所 等 譲 渡 引 渡 届

完 成 検 査 済 証 再 交 付 申 請

計

数量別危険物施設の状況

取 扱 所

危険物関係申請及び届出状況
   令和２年度中

　　　　　　　　区分

倍数

製

造

所

合

計

貯 蔵 所

   令和３年４月１日現在

件 数

災 害 発 生 届

危 険 物 製 造 所 等 軽 微 な 変 更 届

危 険 物 製 造 所 等 使 用 ・ 休 止 ・ 再 開 届

届 出 及 び 申 請 事 項

危 険 物 製 造 所 等 設 置 許 可 申 請

危 険 物 製 造 所 等 所 有 者 変 更 届

危 険 物 保 安 監 督 者 選 任 ・ 解 任 届

危 険 物 製 造 所 等 廃 止 届

予 防 規 程 制 定 ・ 変 更 認 可 申 請

危 険 物 製 造 所 等 完 成 検 査 前 検 査 申 請

危 険 物 製 造 所 等 変 更 許 可 申 請
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合　　　　　　計

南  山  城  村

危 険 物 施 設 立 入 検 査 状 況

計

       令和２年度中

和　　束　　町

貯 蔵 所

笠　　置　　町

木　津　川　市

製
　
　
造
　
　
所

　

　　　　　　　区分

市町村別

取 扱 所

危険物輸送車両の街頭検査

屋
内
貯
蔵
所

屋
外
貯
蔵
所

給
油
取
扱
所

販
売
取
扱
所

一
般
取
扱
所

屋
外
タ
ン
ク
貯
蔵
所

屋
内
タ
ン
ク
貯
蔵
所

地
下
タ
ン
ク
貯
蔵
所

簡
易
タ
ン
ク
貯
蔵
所

移
動
タ
ン
ク
貯
蔵
所
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共同運用はしご付消防自動車 
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令和元年 令和２年
前年比
△減

△ 2

△ 2

△ 1

△ 12

△ 1

△ 1

△ 4

△ 13

床面積（㎡） △ 276

表面積(㎡）

死者

負傷者 △ 1

△ 144,939

(単位：件）

火　災　出　場　状　況

火
災
件
数

部分焼

り災世帯数

全焼

林　　　　　野

そ　　の　　他

焼損棟数

建 物 火 災 の 推 移

損害見積額(千円)

焼損面積

建
物

人的被害

林野（ａ）

り災人員

ぼや

　　　　　　　　　　　  年別
  区分

車　　　　　両

建　　　　　物

合　　　　　計

半焼

総火災件数 建物火災件数
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           区分
地域別 建物火災 林野火災 車両火災 その他の火災 合計

木 津 川 市

笠 置 町

和 束 町

南 山 城 村

計

（単位：件）

構成市町村別火災発生件数

原 因 別 火 災 状 況

1 1 
2 

8 

2 
1 

1 

1 

17 1 

2 

0
1
2
3
4
5
6
7
8
9

10
11
12
13
14
15
16
17
18
19

建物火災 林野火災 車両火災 その他の火災 
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合同消防訓練

火 災 損 害 額 の 推 移

(単位：千円）

61,523 

83,543 

16,600 

160,901 

15,962 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 
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転院搬送
医師搬送
資器材搬送

その他

不 搬 送
１ ヶ 月 平 均 出 動 件 数
１ 日 平 均 出 動 件 数
１ 日 最 多 出 動 件 数

△ 27.3
△ 1.0
△ 3

搬 送 件 数
搬 送 人 員

△ 345
△ 345

△ 201
△ 17

△ 4
△ 78

△ 4自 損 行 為
急 病

運 動 競 技
労 働 災 害

加 害

出場件数 △ 328

救　急　出　場　状　況

　　　　　　　　　　年別
区分 令和元年 前年比

　　△減
令和２年

（単位：件）

救　急　出　場　の　推　移

事

故

種

別

出

場

件

数
その他

火 災
自 然 災 害

△ 2

水 難
交 通

△ 13

△1
△ 31

一 般 負 傷

334 324 290 302 271 

557 587 635 695 617 

2,205 2,339 2,519 2,432 
2,231 

272 
311 

279 313 

295 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和 2年 

その他 急病 一般負傷 交通 
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令和２年

　　　　地域別
区分 木津川市 笠置町 和束町 南山城村 管外 計

出場件数

搬送人員

火    災

自然災害

水難事故

交通事故

労働災害

運動競技

一般負傷

加    害

自損行為

急　　病

そ の 他

構成市町村別救急出場状況

地 域 別 性 別 搬 送 人 員
   （単位：人）

1395 

56 167 84 4 

1323 

38 
142 55 5 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

木津川市 笠置町 和束町 南山城村 管外 

女 
男 
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　　　　　　種別
月別 交　通 一般負傷 急　病 その他 計

１月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

計

急病
交通
一般負傷
その他
　　　計

      （単位：件）

曜 日 別 救 急 出 場 状 況

月 別 救 急 出 場 状 況

322 339 318 
283 

323 336 310 

36 
38 

44 

40 
26 

48 
39 

103 
96 

86 

80 
72 

90 
90 

32 
50 

46 

48 30 

42 
47 

0

100

200

300

400

500

600

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 

その他 

一般負傷 

交通 

急病 
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令和元年 令和２年
前年比
△　減

△ 14

△ 2

△ 1

△ 1

救助出場の推移

交 通 事 故

水 難 事 故

風 水 害 等 自 然 災 害

機 械 に よ る 事 故

建 物 等 に よ る 事 故

ガ ス 及 び 酸 欠 事 故

破 裂 事 故

そ の 他 の 事 故

救助出場状況
                     年別
事故種別

出 場 件 数

救 助 人 員

火災
建 物

建 物 以 外

53 

42 

45 

41 

47 

57 

45 

54 

44 

30 

0

10

20

30

40

50

60

平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 

出場件数 救助人員 
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　　　　　　　地域別

  区 分
木津川市 笠置町 和束町 南山城村 管外 計

火 災 （ 建 物 ）

火災（建物以外）

交 通 事 故

水 難 事 故

風水害等自然災害

機 械 に よ る 事 故

建物等による事故

ガス及び酸欠事故

破 裂 事 故

そ の 他 の 事 故

計

構成市町村別救助出場件数

消防訓練
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